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2C17 なぜ矢口識の 提供が行われないのか 
一 A 社の テ レッジ・マネジメントシステムの 事例から 一 

0 田口剛史 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

要約 : 本稿では，ナレッジ・ 7 千ジメントシステムにおいて ， 自と 他の関係性に 基づく個人の 文化的自己 観が ，知識の提供に 

与える影響について 言及する．更に ， IT 関連企業であ る A 社において，開発部隊を 対象とする予備調査の 結果を検討 

し ナ レッジ・マネジメントシステムの 活用における 知識提供に関する 因子の抽出を 試みた・ 

キーワード : テ レッジ・マネジメント ，知識の提供，相互独立的自己 観 ，相互協調的自己 観 

1.  はじめに 2. 本研究の枠組み 

環境の変化が 激しい情報処理業界においては ， 短 IT システムによる 々 レッジ・マネ 、 ジメント ( 以下 

納期での製品開発や ，新製品。 開発の機会の 創出が求め テ レッジ・マネ 、 ジメントシステムと 呼ぶ ) を 含め ，知 

られている．技術者は ，自らの担当する 機能の設計開 識 経営論では，知識創造の 促進要因について ，様々な 

発だけでなく ，プロジェクト 全体を傭敵しながら ， 最 視点から論じられてきた (Nonaka and Takeuchi, 

道 な製品開発を 行 う ことが求められている・また ，同 1995;VonKrogh. 一條・野中， 2001).VonKrogh  ら (2001) 

時に，短納期での 開発が続くことから ，技術者に対す は，組織内で 知識創造を促すために ，イネーブリンバ 

る 会社が提供する 教育時間も削減され ，技術者自らが コンテキストの 重要性を f 旨摘し 組織内におけるケア 

自己啓発の時間を 作る必要に迫られている・そ う いっ の必要性を訴えている・ケアの 特徴として，相互信頼 

た 環境の変化に 対応するため ，多くの企業では ，ナレ (trust) . 積極的共感 (activeempathy) . 具体的支援 

ッ、 ジ   マネジメントシステム 等， IT システムを導入す ヒ ealhelp) . 寛大な判断 (lenientjudgment) . 勇気 

ることで，それぞれの 個人や部署に 留まる知識を ， 表 (courage) を挙げ，それらが 高 い 組織においては ， 各 

出 化し製品開発・ 技術者育成を 促進する試みに 取り 個人は知識の 提供を行 い， 低い組織においては ，知識 

組んで い る．しかし成功事例もあ るものの，ただ IT  の押収が行われると 指摘した・知識の 提供とは，積極 

システムを導入するだけでは ，その活用に 結びっかな 的に自分の考え 方を提供し相手の 役に立とうとする 

い ケースが多く 見られている   こと．知識の 押収とは，知識を 独占し他者と 共有し 

それらの阻害要因については ，様々な誌面で 取り よ う としないことであ る ( 安藤， 1998)   

上げられてきた． Dixon (2000) は，その一つぼ ， 「 IT Von Krogh ら (2001) は ， 高いケアを導くために ， 

システムを作れば 後はっいてくる」という 思い込みを それぞれの社員間に 相互依存の感覚を 育むこと，を 挙 

指摘している．電子データーべ 一 スを 構築するものの ， げている・ しかしただ単に 相互依存感覚を 育めばよ 

中々，知識の 提供が起こらず ，したがって ，利用にま いというものではない・ VonKrogh ら (2001) は，特別， 

で 至らないケースがあ る   言及はしていないものの ，各個人の自立を 前提とした 

既存の業務形態に ，それらの IT システムが合って 上で，より組織内での 個人の知識提供を 促すために， 

いないことも ，利用されない 要因の一 つ ではあ るが， 相互依存感覚を 育む必要，桂を 指摘したと考えられる・ 

同時に，利用者個人の 特性が知識の 提供に与える 影響 個人の自立を 前提していない 組織では，組織内で ，も 

ほ ついても考える 必要があ る．本研究では ，個人の知 たれあ いの関係に陥る 危険性があ るからであ る・ 

識の提供について ，個人の持つ 文化的自己 観 が与える 高いケアを導くための ，相互依存関係の 風土づく 

影響の観点から 報告する   りには，その 組織の持つ文化と 同時に，各個人のもつ 
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価値観の影響も 大きい・相互依存に 繋がるような ，他 

者と多様な関係性を 築くことが， 日常業務上の 動機付 

けになる社員もいれば ，そうとは限らない 社員もいる 

からであ る． 自己と他者の 関係性の理解は ， 自らの ア 

イデンティティの 確立に根ざしているのであ る． 自己 

と他者の関係性の 理解は，分離一連結 ( 独立一相互依 

存 ) という次元において ，文化的影響を 受けて形成さ 

れることが指摘されている ( Markus and 
Kitayama,1991; 北山， 1995 ; 木内， 1996). 

北山 (1995)  は，相互独立的自己 観 (independent 

construal  of  self  )  と相互協調的自己 観 
(interdependent  construal  of  self)  の概念を用い 

て， 自己と他者との 関係性について ，一種の理念型を 

提案している・ 前者は，「個人は 他者から分離しており ， 

他者から独立して 独自性を主張性することが 必要」と 

する自己 額 であ る．後者は，「個人は 互いに結びつけて 

い て個別的でなく ， さまざまな人間関係の 一部になり 

きることが必要」 とする自己 額 であ る． この 2 つの自 

己観の分類は ，元来比較文化の 観点から生まれた 視点 

であ るが，いかなる 個人も個性的存在と 社会的存在で 

あ り，両者の自己観を 持ち ぅ ることを前提とすること 

で ，文化 内 比較のモデルとして 援用することができる． 

( 高田・大本・ 清家， 1996) 

高田 ら (1996) は，複数の被験者 群 ( 主に大学生 ) 

を対象に，相互独立的 一 相互協調的自己観の 測定尺度 

ほ ついて，既存の 尺度 ( 高田， 1992) の信頼性と構成概 

念妥当性を検討した・その 結果，相互独立性は ，「独断 

性」「個の認識・ 主張」，相互協調性は ，「評価懸俳」「他 

者への親和・ 順応」の因子から 構成されることが 明ら 

かにされた． 

なぜ知識の提供が 行われにくいのか ， という 本 研 

究の問いに対して ， Von Krogh ら (2001) が指摘する， 

知識提供を促す 高いケアの土台となる 相互依存感覚を 

育むために，各個人の 持っ文化的自己観を 考慮する 必 

要 があ る， というのが本研究における 仮説であ る   

3. 予備調査の方法 

3.1. 対象と調査期間 

われわれは， これまでに提示した 研究課題と実際 

に テ レッジ・マネジメントシステムを 導入している 企 

業の現状を把握するため ， コンピュータ 関連機器開発 

及びソフトウェア 開発を主の事業内容とする A 社を対 

象とする予備調査を 行った．調査は ， 2005 年 7 月から 

同年 9 月にかけて行われた．調査対象として A 社を選 

んだ理由は ， 既に ナ レッジ・ マ不 ジメントシステムを 

導入して 2 年半以上が経過しそのシステム 自体の認、 

知 度が ，あ る程度高いこと．事業内容から ， IT システ 

ムに比較的抵抗感がなく ，そのシステムの 操作能力の 

拙巧が 知識提供に与える 影響が少ないこと・また ，プ 

ロジェクト単位での 開発が主であ り，予備調査におい 

て， メンバ一間の 関係性に着目しやすいこと ， などで 

あ る． 

3.2. 調査方法 

調査期間中， われわれは A 社が実施する ナ レッ 

、 ジ ・マネ 、 ジメント推進委員会に 計 5 回参加し， A 社に 

おける 々  レッジ・マネ 、 ジメントシステムの 利用状況の 

現状について 調査した．また ， B 事業部における C 部 

署に， 週 2 ～ 3 度訪問・滞在しながら ， C 部署のメン 

バー 12 名 (C 部署全員で 86 名， 2005 年 9 月現在 ) に 

対し各人の業務内容や ，ナレッジ・マネジメントシ 

ステムの活用状況などのインタビューを 複数回行った   

C 部署は ， 主に法人向けソフトウェア 開発を行ってい 

る・また，知識提供における 自己観の影響を 調査する 

ため， ¥2 名に対し高田 ら (1996) による相互独立的 一 

相互協調的自己観の 測定尺度・質問項目に 基づいたア 

ンケートを，インタビュ 一に併用して 実施した， 

4. 予備調査の結果と 考察 

4.1. 結果 

A 社の ナ レッジ・マネジメントシステムには ，主 

に，掲示板を 利用した，メンバ 一同士のディスカッシ 

コ ン や 質問・依頼に 答える機能があ る． 

今回実施した 調査から明らかになった ， c 部署の 

12 名のプロジェクト 体制と，知識提供の 状況の関係を 

図 1 に示す・ここで 行われた知識提供とは ，ナレッジ・ 

マネジメントシステムを 通して， 各 メンバ一に対して ， 

日常業務や，職場のあ り方などについて ，発言が行わ 

れたこととする・ 但し各発言が ，直接下位のメンバ 

一に対してなされたものとは 限らない． 各 メンバ一の の 
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ログイン数・ 発言数は， 2005 年 7 月 1 日から同年 9 月 

26 日までのログを 元に測定している．職務上，密接な 

ライン上のやり 取りを必要とする 関係を太 線 で示す． 

部長クラス   
PM クラス   

図 1  調査対象のプロジェクト 体制 

今回の調査対象となる 12 名は，製品。 開発体制と業 

務内容から主に 3 つのグループに 分類される． 各 メン 

バ一の相互協調性・ 相互独立性及び 知識の提供状況を ， 

それぞれの業務にあ れせて，表 1 に整理し特徴的な 

結果を以下にまとめる． 

(l) C-l 氏 ， C-2 氏 ， C-3 氏は，頻繁に 知識提供を行っ 

ており 3 者とも共通して ，個の主張が 高い． 

(2) 保守業務に携わるメンバー ( グループ A. グルー 

プ C) は，開発業務のメンバー ( グループ B) に比べ， 

知識提供を行 う 傾向にあ る， 

(3) B-l 氏 ， C-3 氏は共に， 開発リーダであ るが， 個 

の 主張の高い C-3 氏は頻繁に知識提供を 行い，評価懸 

念の高い B-l 氏は，積極的には 行っていない． 

B(S 製品 : 新 Ver. の 開 

丁 製品 : 開発及び 保 

(4) A-2 氏 ， C-2 氏は共に保守業務に 携わっており ， 

両者とも頻繁に 知識の提供を 行っている． A-2 氏は， 

やや個の主張も 高いものの評価懸念，他者への 親和が 

一、 局、 ． 

(5) B-3 氏は ，本 システムに頻繁にアクセスするもの 

の，知識の提供には 至っていない． 自己観の特徴は ， 

特に見られない． 

(6) 評価懸念の低い B-4 氏は，あ まり 本 システムに ロ 

グ インしていない． 

表 1 内の各性向は ，スケールの 平均値によって 表 

されている．各アンケート 項目は ， 1 ～ 7 のリッカー 

ト・スケールを 採用している．各因子の 標準偏差が ， 

全体のそれよりも 大きい場合は ，参考 値 としてカッコ 

を用いて表記している．予備調査では ，対象者が 12 名 

(n=12) と極めて少ないため ，今回の結果においては ， 

どの値も明確な 根拠とすることはできないが ，今後の 

本調査における 足がかりとするために ，上記値を参考 

にして，以下の 考察を行 う ． 

4.2.  考察 

4.1 で提示した結果と ，併行して行ってきたイン 

タビューを踏まえて 考察する． (1)(4) より，個の主張 

は，他の因子の 影響を受けず ，知識の提供に 正の影響 

を与えることが 示唆される． (3)(6) より，評価懸念は ， 

高すぎても，低すぎても ，知識の提供を 阻害する可能 

  性があ る．厳しい工程管理の 元では， 目の前に業務に 
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直結しない行為に 参加することは ，将来にとってば 役 

に立つとしても 不当な評価を 得やすく，知識提供にた 

めら ぃ を生じさせることになる．現状の 延長線上では 

なく，未知に 挑戦する許容度を 高めることが 必要とさ 

れる． 

(2) よ り，保守業務に 携わるメンバ 一の知識提供が 

盛んな理由は ，保守業務が ， お客と開発部隊とのパイ 

プ役を果たすという 位置づけから ，常に自部門の 達成 

度だけでなく ，他の工程における 状況に配慮している 

からと推測される． 

(5) より， B-3 氏は，インタビューから ，入社 2 年 

目であ り，社内で早く 仕事を覚えたいという 段階であ 

ることが分かった．部内で 技術者としての 独自技術を 

磨く意欲は，知識提供に 直接結びつかないまでも ，知 

識コミュニティへの 参加を促すことになる ， 

以上の議論から ，開発組織における 技術者の知識提 

供に関して新たに 3 つの因子を得た ，「未知への 挑戦の 

許容」「 他 工程への配慮」「独自技術の 獲得」であ る   

5, まとめと今後の 課題 

われわれは，知識の 提供に影響を 与える要因と 

して個人の持つ 文化的自己観に 着目して，調査を 行っ 

てきた．その 結果， これまで先行研究で 述べられてき 

た 因子のほかにも ， 開発部隊ならでわの 着眼点から 3 

つの因子が明らかにされてきたが ，個人の持っ 自己 観 ， 

また，知識提供に 与える影響についての 関係性は，い 

まだ不明瞭な 所が多 い ． 

今後，実証研究のための 本調査の手続きを 確立す 

ると共に，その 解明を行 う 必要があ る・未発表におけ 

る予備調査を 踏まえ， A 社の協力を得，会社の 技術者 

を対象とした 質問哀調査を 実施したひ． 
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